
様式１（第６条関係）                  記入日：     年  月  日 

 

利益相反マネジメント自己申告書（産学官連携活動等） 

 

所  属：  

職  名：  

申告者：              （自筆） 

 

       年度に実施する（した）産学官連携活動等に係る相手先企業等との関係について、 

以下の項目に該当するかどうかを申告してください。 

 

① 産学官連携活動等に係る同一企業等から共同研究、受託研究、指定研究費等の年間受入金額が 

200 万円を超える場合は記載してください。 

 

［学内手続の実施］         有  ・  無  （いずれかに〇をしてください） 

◆共同研究費 企業・団体名                 金額      万円／年 

◆受託研究費 企業・団体名                 金額      万円／年 

◆指定研究費 企業・団体名                 金額      万円／年 

◆その他（     ）企業・団体名              金額      万円／年 

 

② 産学官連携活動等に係る同一企業等から報酬・給与、講演料、原稿料、ロイヤリティ等の 

年間受入金額が 100万円以上の経済的利益を得ている場合は記載してください。 

 

［学内手続の実施］         有  ・  無  （いずれかに〇をしてください） 

◆兼業の有無             有  ・  無  （いずれかに〇をしてください） 

◆企業・団体名                                

◆役員・顧問等                                

◆活動内容                                

◆活動時間        時間／月 

◆報酬・給与        万円／年  講演謝礼等           万円／年 

原稿料    万円／年  ロイヤリティ等          万円／年 

機械・設備提供   万円／年  その他（   ）      万円／年 

 

③ 産学官連携活動等に係る同一企業等から株式等の経済的利益を得ている場合は記載して 

ください。〔１株以上の株式を保有している場合等〕 

 

［学内手続の実施］         有  ・  無（いずれかに〇をしてください） 

◆株式等の保有の有無       有   ・   無（いずれかに〇をしてください） 

◆企業名                                  

◆種類および数量                                 

◆保有・売却時期  □      年  月頃から保有  □      年  月頃に売却 

◆保有・売却に至った事由                             

 
＜注意事項＞ 
① 記入欄が不足する場合は、当該欄をコピーして追加するなど、様式を適宜改変して差し支えありません。 
② 複数の企業等を記載する必要がある場合は、新たに行数を設けて記載してください。 
③ この自己申告書は、利益相反マネジメント委員会事務担当（総務企画課）へ学内便で提出してください。 
④ 「企業等」とは、企業又は営利を目的とする団体等のことを指します。そのため、国、地方公共団体、 

独立行政法人、学校法人は含みません。 
⑤ 「ロイヤリティ」とは、個人所有の特許実施料等による収入です。 


